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本研究では，近年我が国において実施された地域間配分政策 (Place-Based Policy)が国土全体の人口分布や地
域経済に与えた影響を定量化し，事後評価を行う．そのために，定量的空間経済学（QSE）に立脚して地域間人
口移動や集積の経済を考慮した都道府県単位の多地域モデルを構築し，4種類の地域間配分政策による影響を分
析した．地域間配分政策が実施されなかった場合の反実仮想シミュレーションを行った結果，地域間配分政策
により労働者数の都道府県間格差は緩和された一方，実質所得の全国合計額は減少していたことや，地域間配
分政策の効果は短期的な影響にとどまらず長期的にも持続していたことが示唆された．さらに，我が国の総人
口が減少する場合，地方圏からの人口流出が加速されることが示唆された．

Key Words: place-based policy, agglomeration economies, post-evaluation, quantitative spatial eco-
nomics

1. 序論

(1) 本研究の背景
a) 地方圏の人口流出と国土計画

2014年 5月，民間の政府提言組織である「日本創成
会議・人口減少問題検討分科会」（座長・増田寛也元総
務相）が公表した，いわゆる増田レポート1)1は大きな
反響を呼んだ．また 2014年 12月，第二次安倍政権は
「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」と「まち・ひ
と・しごと創生総合戦略」を策定し，自治体に対しても
自治体ビジョンと総合戦略の策定を求めている．これ
らをきっかけに，我が国では近年，地方圏の衰退が大
きく取り上げられることが多くなった．地方圏におけ
る人口流出は実際深刻であり，2015年の 1年間の都道
府県別転入超過数では，首都圏一都三県，愛知県，大
阪府，福岡県以外の都道府県で転出超過となっている．
また，北海道における札幌一極集中など，様々なスケー
ルでの地域間人口流出が起こり，問題となっている．
地方圏から大都市圏への人口流出は，景気の停滞に
付随して生じた一時の人口分散期を除き戦後継続して
いる傾向である．図-1の橙線は，地方圏から三大都市
圏への転出超過数の推移を表している．高度成長によ

1 増田レポートでは，2010年から 2040年の間に 20∼39歳の女性
人口が 50%以下になる消滅可能性都市が約半数にのぼるとされ
ており，具体的な自治体名とともに報告されたため，大きなイ
ンパクトを与えた．

り，1970年代前半までの期間は地方圏から三大都市圏
への激しい人口流出が生じ，これは次第に過疎過密や
地域間格差の問題として認識されるようになった．こ
うした国土構造上の問題などの解消を企図し，我が国
では 1962年，全国総合開発計画（全総）が策定された．
この計画では「地域間の均衡ある発展」をテーマとし，
拠点開発による工業の分散が図られた．その後も，1969
年に「新全国総合開発計画（新全総）」，1977年に「第
三次全国総合計画（三全総）」，1987年に「第四次全国
総合開発計画（四全総）」が策定され，全総の考え方を
受け継ぎながら，全国レベルでの国土計画に基づき交
通ネットワークや生活インフラ，産業インフラの整備が
進められた．図-1の青線は，公共投資額の地方圏シェ
アの推移を表している．全期間を通しての概ねの傾向
として，地方圏では公共投資により人口流出が緩和さ
れているように見える．しかし，これが本当に公共投
資による効果であったのか，また効果の程度について
は定かでない．

さらに 2005年，それまでの国土計画の根拠法であっ
た「国土総合開発計画法」が「国土形成計画法」へと改
正され，個々の施策についても，国が地域を指定してイ
ンフラ整備するトップダウン的な計画から，地域の発
意による計画を認定し必要な支援を行うボトムアップ
的な計画へとその重心が変化した．しかし，これらの
計画の採否を国が決定する際，自治体は KPI（重要業
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図-1: 三大都市圏への転出超過数と地方圏への公共投資
（内閣府社会資本ストック統計，国立社会保障・
人口問題研究所人口統計資料集より作成)

績指標）を設定し，PDCAサイクルによって『ばら撒
き』にならないことが求められるため，短期での効果
発現が期待される計画の発意が多く，このような計画
が長期的に人口維持を果たすことになるとは考えられ
ない，という指摘がなされている（金井2)）．また，地
域からのボトムアップ的な計画ももちろん重要ではあ
るが，政策資源が限られている以上，すべての地域の
要望を叶えるような未来は実現できず，また人口減少
という現実と未来を見据えて，国土レベルでの社会資
本の地域的配分を考える必要があり，さらに国土の中
長期的な空間イメージを想像する必要があるという指
摘もなされている（佐野3)）．
b) Place-Based Policyとは
近年の地域経済学では，Person-Based Policyや Place-

Based Policy という政策の区別がなされることが増え
ている．国による再分配政策の多くは，個人の属性を
ターゲットとして補助金やサービスを給付することを目
的としており，このような政策は，Person-Based Policy
に分類される．例えば生活保護制度や雇用保険制度は，
受給資格が所得や雇用状況などの個人の属性によって
定められているため，Person-Based Policyに分類され
る．一方，Place-Based Policyは地域を指定し，公共投
資や特区制度，補助金制度など様々な形で特別な措置を
施す政策のことを差す．世界で最も有名な Place-Based
Policyは，アメリカ合衆国で 1930年代に立ち上げられ
たテネシー川流域における公共事業であろう．この政
策は，世界恐慌からの経済回復を目指すニューディー
ル政策の一環として，フランクリン=ルーズベルト大統
領により実施された．この政策において政府は，テネ
シー川流域開発公社（TVA）を設立しテネシー川流域
のダム建設、治水事業、植林などの総合的開発を推進
した．TVAはテネシー川流域の雇用を増大させただけ

でなく，建設された 20のダムは流域の電力供給を安定
させ，ひいては同地域の農業生産性を向上させた．
日本における主な Place-Based Policyは，前項で述べ
た戦後における交通・生活・産業インフラへの公共投資
や，近年における地域雇用開発助成金や実践型地域雇
用創造事業に代表される地域雇用を創出するための補
助金制度が相当する．これらの事業による 1年当たり
の分配・投資額は全国で 15兆 834億円（4種類の合計
額について 2012∼2014年度の平均値）にのぼる．この
金額は国家予算の 15%以上に相当する規模の大きいも
のであり，Place-Based Policyが我が国の地域間人口分
布や地域経済に与える効果を適切に把握する必要性は
極めて高いと考えられる．さらに，今後の総人口減少
時代を考慮した分析も重要であると考えられる．

(2) 本研究の目的
本研究では，「中長期的に見て，近年の我が国の Place-

Based Policyが国土レベルでの人口分布や地域経済全体
の経済効率性，あるいは地域間の経済格差に対してど
のような影響を与えたのか．また，国内総人口の減少
によって人口分布や地域経済はどのような影響を受け
る可能性があるのか．」というリサーチクエスチョンに
答えるべく，目的を以下の 2つに設定する．

• 2012年度から 2014年度に我が国において実施さ
れた Place-Based Policyが国土全体での人口分布や
地域経済に与えた短期的・長期的な影響を事後的
に評価すること．

• 国内総人口の減少による人口分布や地域経済への
影響を分析すること．

ここで短期的とは，Place-Based Policyが各地域経済に
影響を与えたものの，それによる労働者の地域間移動
が生じるにはまだ時間を要しているような状況を，長
期的とは，Place-Based Policyによる各地域経済の変化
に応じた労働者の地域間移動まで完了しているような
社会経済状況をそれぞれ差す．第 2章で詳しく説明する
が，このような分析には定量的空間経済学（Quantitative
Spatial Economics: QSE）に基づく地域経済モデルを用
いることが有用である．なお，産業連関表などの基準
均衡データが全国的に得られる最小の地域単位が都道
府県単位であるため，本研究では都道府県単位での分
析を行う．また 2012年度から 2014年度に実施された
Place-Based Policyを分析・評価の対象としたのは，以
下の理由による．

• Place-Based Policyの詳細なデータが公表されるよ
うになったのが 2009年度以降であり，また産業連
関表など主な基準均衡データの最新公表データが
2015年のものである．

• 東日本大震災の影響をできる限り取り除きたい．
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(3) 本論文の構成
本論文の構成は以下のとおりである．第 2章では関連

する理論や手法を整理し既往研究の成果と課題を整理
した上で，本研究の位置付けを述べる．第 3章では本研
究で用いる QSEモデルと均衡条件およびその解法につ
いて説明する．第 4章では QSEモデルに含まれるパラ
メータのキャリブレーション方法を示した後，その結果
を用いてモデルから再現される基準均衡状態と実データ
の整合性について確認する．第 5章では，QSEモデルに
第 4章で求めたパラメータを当てはめて，Place-Based
Policyや国内総人口の変化に関する反実仮想シミュレー
ションを行い，導かれた各内生変数についてモデルか
ら再現された基準均衡状態との比較と考察を行う．最
後に，第 6章で本研究の成果をまとめた後，今後の課
題について述べる．

2. 関連研究のレビューと本研究の位置付け

本章ではまず，QSEを含めた空間経済学の理論とそ
れに基づく空間経済システムの定量的分析手法につい
て整理した後，分析に必要な基準均衡データについて
述べる．その後，Place-Based Policyの事後評価に関す
る既往研究の主な知見と課題を整理した上で本研究の
位置付けを説明する．

(1) 空間経済学の理論とそれに基づく空間経済分析手法
Krugman4) は，Dixit and Stiglitz5) の独占的競争モデ

ルの枠組みに氷塊型輸送費用という単純な輸送費用の
構造を導入し，近接している地域間では交易が密に行
われるという経験的事実との整合性を保ちつつ，容易
な分析が可能な理論を展開した．この理論は新貿易理論
（New Trade Theory: NTT）と呼ばれ，それまでの比較
優位の理論では説明されてこなかった産業内貿易を表
現することに成功した．NTTに基づく一般均衡モデル
を用いた空間経済分析手法は SCGE分析と呼ばれ，現
実的な政策評価への応用上重要とされる「ミクロ経済
学との理論的整合性の確保」，「経済波及効果の空間分
布（地域ごとの効果）の把握」，「多数の産業の存在を考
慮したうえでの現実の地域経済政策評価」が可能であ
るという特徴を有している．したがって SCGE分析を
用いれば，地域・産業単位への政策の経済効果を広域
的に計測することができる．ただし，NTTは国際経済
の分析を主な対象としているため，労働者の地域間移
動を考慮していない．そのため，NTTに基づく SCGE
モデルを用いて国内の地域経済政策を分析することは，
人口移動が生じないほど短期的な影響を評価している
ことを暗に意味している．
一方 Krugman6)は，NTTの枠組みを労働者の地域間

移動が可能なモデルへと拡張し，国内の地域経済の長
期的な分析が可能な新経済地理学（New Economic Ge-
ography: NEG）を確立した．NEGでは，前方連関効果
と後方連関効果という二つの相互作用効果に基づく集
積の経済を表現することが可能である．佐藤ら7)による
と，「前方連関効果とは，労働者が財の種類が豊富で安
価な地域を好んで立地する傾向があることであり，後
方連関効果とは，企業が需要の大きい地域に立地する
傾向があることである．前方連関効果が労働者をひき
つけ，集まった労働者が企業にとって大きな市場をもた
らす．それは後方連関効果へとつながり，多くの企業を
ひきつけ，そこで供給される財の種類を増やし，価格指
数を引き下げる．さらに，このことが前方連関効果を
増強していく．こうして，二つの効果は累積的に相互に
作用し，強力な集積力を生み出すことになる．」．政策
の長期的な効果を把握する際には，この循環的な相互
作用（ポジティブフィードバック）により効果が増幅さ
れる影響を捉えることが重要であり，NEGに基づく空
間経済モデルはこの影響を考慮することが可能である．
そのため，近年では都市・地域政策の長期的影響評価
が求められる土木計画学分野を中心に，NEGに基づく
空間経済モデルによる空間経済分析がなされるように
なってきている．このような，NEGにおいて蓄積され
てきた理論的知見を計量分析へ応用することを目指す
一連の研究は近年，定量的空間経済学（QSE）と呼ばれ
るようになっている（Redding and Rossi-Hansberg8)）．
しかし，Redding and Strum9)やAllen and Arkolakis10)

などの NEGに基づく代表的な QSEモデルや，本研究
と同様に複数種類の Plase-Based Policyの影響の事後評
価を EUについて行った Blouri and Ehrlich11) で用いら
れている QSEモデルには，「単一種類の産業しか存在せ
ず，膨大に研究が蓄積されている SCGEモデルと分析
枠組みが整合しない」，「モデルの数理特性により，現実
的な複数の人口集積地を発現させるには地域固定効果
（モデルで説明されない残差）に頼らざるを得ず，地域
固定効果で説明される集積は輸送アクセスの改善によ
り必ず崩壊する．そのため，東京一極集中の進行など
の実現象を表現できない」といった問題がある12)．高
山ら13) は，これらのモデルを単一産業から複数種類の
産業が存在する枠組みに拡張し，また労働者の地域間
移動を一部制限することにより，原理的に多極型の集
積パターンを表現できるモデルを開発している．

(2) 基準均衡データ
QSE分析では，空間経済学に基づいた空間経済シス
テムの数理モデルを仮定し，実データを再現できるよ
うパラメータセットをキャリブレーションする必要があ
る．この基準均衡データとして最も重要なのが，産業
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連関表である．産業連関表の作成には少なくない手間
と費用がかかることもあり，我が国では近年まで一部
の都道府県を除き作成されてこなかった．しかし，年々
作成する都道府県が増加し，1990年にはすべての都道
府県で作成されるようになった．また、2010年には産
業連関表は統計法上の「基幹統計」に指定された．
ここまで述べてきた産業連関表は地域内産業連関表

と呼ばれ，1空間単位を対象とするものである．地域内
産業連関表では，地域・産業ごとの移出額や移入額の
データが含まれているが，移出先や移入元については
分離されていない．一方，複数の空間単位を対象とする
「地域間産業連関表」は，移出先や移入元について分類
された交易額のデータを含んでおり，「ある地域のある
産業が，どの地域にどれだけ移出するか」がわかる14)．
QSE分析では，輸送費用に関するパラメータを推定す
る際に，産業ごとの地域間交易データ，つまり「ある地
域のある産業が，どの地域にどれだけ移出するか」が
わかる必要があるため，分析対象地域に地域間産業連
関表が整備されていることが必要とされる．しかし地
域間産業連関表は，地域内産業連関表よりさらに膨大
なデータの収集・処理や調整作業が必要であるため，経
済産業省により作成されていた我が国の 9地域間産業
連関表や，東京都や大阪府など一部の都道府県の地域
内外 2地域間産業連関表を除くと，地域間産業連関表
は世界的に見ても研究者レベルでの推計結果でしか公
表されていない15)．さらに，経済産業省による 9地域
間産業連関表は 2005年のものを最後に公表されていな
い．そのため，既往の SCGE分析や QSE分析を行った
研究は，地域を 9地域に統合したうえで経済産業省に
よる 9地域間産業連関表を用いて輸送費用に関するパ
ラメータを推定しているもの（高山ら16) など），第三
次産業については集計されてない物流センサスの輸送
量を代用して輸送費用に関するパラメータを推定して
いるもの（杉本ら17) など）が多く，その妥当性には疑
問が残されている．構造推定的手法では，パラメータ
の違いにより結果に大きな違いが出ることは珍しくな
く，47都道府県間産業連関表を用いて推定された輸送
費用に関するパラメータを用いた分析の方が結果の信
頼性は高いと言える．このような全都道府県を対象と
した都道府県間産業連関表へのニーズの高さから，各
都道府県の公表する地域内産業連関表からこれらを統
合した全国 47都道府県間産業連関表の構築を目的とし
た研究がなされてきた（宮城ら18)，新井19) など）．

(3) 本研究の位置付け
本研究の目的は，Place-Based Policyや総人口減少が

国土全体での人口分布や地域経済に与える影響を長期
的に評価することである．本章 (1)節で述べた通り，政

策の長期的影響を評価する際には人口移動と集積の経
済を考慮することが重要であり，近年の NEGと QSE
の展開によってこれらを考慮しながら現実の国土空間
に適用することが可能なモデルの開発やその数理特性
に関する研究が蓄積されてきた．さらに基準均衡デー
タとなる産業連関表は現在すべての都道府県で作成さ
れるようになっており，それらを組み合わせることで
詳細な地域間交易データの作成が可能となっている．

本研究では，原理的に多極型の集積パターンを表現
できる高山ら13) の開発したモデルに修正を加え，さら
にBlouri and Ehrlich11)を参考に複数種類の Place-Based
Policy による影響を考慮した QSE モデルを開発する．
具体的には，土地市場，地域間所得移転の存在を考慮
する．さらに，各地域の交通インフラストックは地域
間輸送費用を低減させる効果をもち，各地域の産業イ
ンフラストックは生産効率性を向上させる効果をもつ
ことを定式化し，モデルの枠組みに導入する．構築し
た QSEモデルを用いて，「Place-Based Policyが実施さ
れなかった場合」や「総人口が減少する場合」の反実
仮想シミュレーションを行い，国土全体での人口分布
や地域経済への長期的な影響を事後評価する．

Place-Based Policyの影響について事後評価を行った
既往研究は数多くあるが，これらの研究と比較した本
研究の特徴は以下のとおりである．

• 既往研究の多くが自然実験的手法による一部地域
のみを対象とした分析や労働者の地域間移動を考
慮しない SCGEモデルによる短期的な影響の分析
を行っているのに対し，本研究は長期的かつ経済波
及効果を捉えた国土全体での包括的な分析を行っ
ている．

• 既往研究の多くが仮想的な Place-Based Policyまた
は 1種類の Place-Based Policyを対象としているの
に対し，本研究は実際に実施された 4種類の Place-
Based Policyを扱っており，それぞれの異なる影響
を分析している．

• 空間経済モデルを用いた既往研究の多くで，生産
要素が労働のみである，産業の種類が 1種類である
などの単純化がなされているが，本研究では生産
要素に労働・土地・中間財を取り入れており，また
32種類の産業が存在する枠組みを採用しているた
め，より実現象を表現可能なモデルとなっている．

• 空間経済モデルを用いた既往研究の多くが輸送費
用に関するパラメータを推定する際に妥当性に疑
問の残る基準均衡データを用いているが，本研究
では独自に都道府県間産業連関表を作成して信頼
性の高い地域間交易データを用いたパラメータ推
定を行っている．
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3. QSEモデルの構築と Place-Based Policyの
評価方法

本章では，高山ら13)及び Blouri and Ehrlich11)を基に
して開発した，4種類の Place-Based Policyによる影響
を考慮した QSEモデルについて説明する．その後，経
済均衡条件とその解法について説明する．

(1) QSEモデル
a) 地域・経済環境の設定
本モデルにおいて，地域は離散的に R箇所存在し2，

地域 r ∈ Rの土地は，消費者の居住地あるいは産業に
おける生産要素として利用される．地域 r の，経済活
動に利用可能な土地全体の面積を Ārとし，そのうち住
宅用土地の面積を ĀH

r ，産業用土地については用途が
z ⊂ Iである土地の面積を Āz

r とする．これらはいずれ
も定数であり，さらに同一地域，同一用途に属する土
地の面積当たりの賃料は均一とする3．また，地主は他
地域の消費者，企業にも土地を供給するが，本モデル
ではその供給先は基準均衡状態から変化しないものと
する．
この経済には，I 分類の産業 i ∈ Iと，その産業に従

事する消費者兼労働者が存在する．各産業は差別化さ
れた財 iを生産する．各地域の各産業には ni

r 個の企業
νが存在し，各企業は収穫逓増技術のもとで，労働・土
地・中間財を生産要素として財 iのバラエティνを生産
する．本モデルでは，Dixit and Stiglitz5) 型の収穫逓増
技術，独占的競争市場，多様性への選好を仮定するた
め，どの企業も必ず他企業とは異なる財バラエティを
生産する4．そのため，各地域の各産業で生産される財
のバラエティ数は，その地域のその産業に存在する企
業数 ni

r と一致する．また，これらの財バラエティは，
地域間輸送ネットワークにより任意の地域に輸送され
るが，その際に氷塊型の輸送費用がかかると仮定する．

消費者は地域全体に固定的に L̄存在し，個々の消費
者は居住する地域 r と従事する産業 iの企業 ν を選択

2 本モデルでは，一国内に存在する複数の地域を扱うことを想定
している．そのために，各地域の輸出額と輸入額が等しく，輸
出入を無視できる状態を仮定する．

3 多くの自治体では都市計画により用途の制限される土地を定め
ているため，土地市場が完全競争的にはならない．このことを
考慮するため，本モデルではこのような仮定を設けている．具
体的な用途としては「農業用土地」，「工業用土地」，「商業用土
地」に分類する．集合と要素の関係は図-2の通り．

4 Dixit and Stiglitz 型の独占的競争モデルでは，自由に参入・撤退
できると仮定された企業が収穫逓増技術により財バラエティを
生産する．仮にある財バラエティを二つの企業が生産している
とすると，企業は互いに相手企業より少し下の価格を付け合い，
両企業の付ける価格は限界費用と等しくなる．しかし，この枠
組みでは企業は固定費用も払う必要があり，限界費用に等しい
価格を付けると両企業とも赤字となってしまう．このことを予
想している企業は，すでに他企業が生産を行っている財を生産
することはない．また，このような自由参入・自由撤退の結果，
均衡状態では個々の企業の利潤はゼロになる．

図-2: 産業に関する集合と要素の関係

することができる．地域 r に居住し産業 iに従事する
消費者の数を Li

rとする．これらの消費者は，自地域の
企業に労働を非弾力的に 1単位供給する．なお以降で
示す式はいずれも任意の地域，任意の産業について成
立する（∀ r ∈ R，∀ i ∈ I）．
b) 経済主体の行動
消費者行動 消費者が居住することによる効用を，次
の準線形効用関数と CES型（Constant Elasticity of Sub-
stitution）関数により表現する:

U j
s = αs ln[a

j
s

H
] + (1− αs) ln

[
qjs
]
, (1a)

qjs =

[∑
i∈I

{qijs }
σ1−1
σ1

] σ1
σ1−1

, (1b)

qijs =

[∑
r∈R

∫ ni
r

0

{qijrs(ν)}
σ2−1
σ2 dν

] σ2
σ2−1

. (1c)

ここで，αs ∈ [0, 1]は土地への支出割合を表すパラメー
タを表し，ajs

H と qjs はそれぞれ，地域 sに居住し産業
jに従事する消費者の，居住する土地の面積と合成財の
消費により得られる部分効用を表す．qijs は同消費者の，
財 iの消費により得られる部分効用を表し，qijrs(ν)は同
消費者の，地域 rで生産された財 iのバラエティνの消
費量を表す．σ1, σ2 > 1はそれぞれ財，生産地間の代替
弾力性である．
消費者の予算制約式は以下のようになる:

rHs ajs
H
+
∑
i∈I

∑
r∈R

∫ ni
r

0

pirs(ν)q
ij
rs(ν)dν = yjs. (2)

ここで，yjs は地域 sに居住し産業 j に従事する消費者
の所得，rHs は地域 sの住宅用土地の面積当たりの賃料，
pirs(ν)は地域 rで生産されて地域 sで消費される財 iの
バラエティν の価格を表す．
この効用最大化問題は，次の 3段階問題に変換できる:

[最下位問題]

min
qijrs(ν)

∑
r∈R

∫ ni
r

0

pirs(ν)q
ij
rs(ν)dν, s.t. (1c), (3a)
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[中位問題]

min
qijs

∑
i∈I

pisq
ij
s , s.t. (1b), (3b)

[最上位問題]

max
aj
s
H
,Qj

s

αs ln a
j
s

H
+ (1− αs) ln[q

j
s],

s.t. rHs ajs
H
+ psq

j
s = yjs. (3c)

ここで，ps, p
i
s はそれぞれ地域 sにおける合成財，財 i

の価格指数であり，以下で定義される:

ps =

[∑
i∈I

{
pis
}1−σ1

] 1
1−σ1

, (4a)

pis =

[∑
r∈R

∫ ni
r

0

{
pirs(ν)

}1−σ2
dν

] 1
1−σ2

. (4b)

この効用最大化問題 (3)をラグランジュの未定乗数法
を用いて解くと，居住する土地の面積 ajs

H，合成財の
消費による部分効用 qjs，財 iの消費による部分効用 qijs ，
地域 rで生産された財 iのバラエティνの消費量 qijrs(ν)

が求まる．

ajs
F
=

αsy
j
s

rHs
, (5a)

qjs =
(1− αs)y

j
s

ps
, (5b)

qijs =

(
pis
ps

)−σ1

qjs, (5c)

qijrs(ν) =

(
pirs(ν)

pis

)−σ2

qijs . (5d)

式 (1a)に式 (5a)，式 (5b)を代入すると，地域 sに居
住し産業 jに従事する消費者の間接効用 V j

s は次のよう
に書くことができる:

V j
s = ln[αs

αs(1− αs)
1−αs ]

− αsln[rs]− (1− αs) ln[ps] + ln[yjs]. (6)

企業行動 企業は，独占的競争市場のもとで労働・土
地・中間財を投入し，差別化された財を生産する．地域 r

の産業 iの企業 νが財 iのバラエティνを生産するには，
生産要素（労働，土地，中間財による合成財）を固定的
に 1単位と，生産量 sir(ν)に応じて限界的に sir(ν)/η

i
r

単位投入する必要がある．ここで ηir は地域 rの産業 i

の生産効率性を表すパラメータである．本モデルでは，
Cobb-Douglas型生産技術を仮定するため，生産量と各
生産要素の投入量との関係は以下のようになる:

1 +
sir(ν)

ηir

=

(
Li
r(ν)

βi

)βi (
air

F
(ν)

γi

)γi (
xi
r(ν)

1− βi − γi

)1−βi−γi

.

(7)

ここで，βi ∈ (0, 1)，γi ∈ [0, 1]はそれぞれ労働，土地
の投入割合を表すパラメータであり，Li

r(ν)は地域 rに
居住し産業 iの企業 ν に従事する労働者の人数を表し，
air

F
(ν)，xi

r(ν)は，それぞれ地域 rの産業 iの企業 νに
よる土地投入量，中間財の合成財の投入量を表す．中
間財の合成財の投入量 xi

r(ν)は，消費者において合成
財の消費により得られる部分効用と同様に，財・生産
地間の代替弾力性 σ1, σ2 > 1を用いて CES型関数によ
り次のように定義する:

xi
r(ν) =

∑
j∈I

{xji
r (ν)}

σ1−1
σ1


σ1

σ1−1

, (8a)

xji
r (ν) =

[∑
s∈R

∫ nj
s

0

{xji
sr(ν̃, ν)}

σ2−1
σ2 dν̃

] σ2
σ2−1

. (8b)

ここで，xji
r (ν)は，地域 rの産業 iの企業 νによる，財

jの中間投入量を表し，xji
sr(ν̃, ν)は，同企業による，地

域 sで生産された財 j のバラエティν̃ の中間投入量を
表す．
本モデルでは，財の地域間輸送には氷塊型の輸送費

用がかかると仮定しており，地域 rから地域 sへ dirs単
位の財を輸送すると，そのうち 1単位のみが消費者の
もとへ届き，残りは輸送費用として溶けてしまう．よっ
て，地域 rの産業 iの企業 ν による財 iのバラエティν

の供給量 sir(ν)と，地域 sの労働者（消費者）と企業に
よる需要量Xi

rs(ν)の間には次の関係が成立する:

sir(ν) =
∑
s∈R

dirsX
i
rs(ν), (9a)

Xi
rs(ν) =

∑
j∈I

[∫ nj
s

0

xij
rs(ν, ν̃)dν̃ + qijrs(ν)L

j
s

]
. (9b)

本モデルではDixit and Stiglitz型の独占的競争を仮定
しているため，地域 rの産業 iの企業 νは，地域 sの産
業 jの企業 ν̃からの需要関数 xij

rs(ν, ν̃)，地域 sに居住し
産業 j に従事する消費者からの需要関数 qijrs(ν)を与件
として，自社が生産する財 iのバラエティνの地域 sで
の価格 pirs(ν)，労働投入量 Li

r(ν)，土地投入量 air
F
(ν)，

中間財の投入量 xji
sr(ν̃, ν)を設定する．その利潤最大化

行動は，次のように定式化できる:

max
pi
rs(ν),L

i
r(ν),a

i
r
F (ν),xji

sr(ν̃,ν)
πi
r(ν), s.t. (5), (7), (8), (9).

(10)

ここで，πi
r(ν)は地域 rの産業 iの企業 νの利潤を表し，

収入から労働，土地，中間財の投入費用を除いた，以
下の式で与えられる:

πi
r(ν) =

∑
s∈R

pirs(ν)X
i
rs(ν)− wi

rL
i
r(ν)− rir

F
air

F
(ν)

−
∑
j∈I

∑
s∈R

∫ nj
s

0

pjsr(ν̃)x
ji
sr(ν̃, ν)dν̃. (11)
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ここで，wi
r は地域 rの産業 iの労働者の賃金，rir

F は
地域 rの産業 i用の土地の面積当たりの賃料である．
この利潤最大化問題も，消費者の効用最大化問題と

同様に，次の 3段階の問題へと変換できる:

[最下位問題]

min
xji
sr(ν̃,ν)

∑
s∈R

∫ nj
s

0

pjsr(ν̃)x
ji
sr(ν̃, ν)dν̃, s.t. (8b), (12a)

[中位問題]

min
xji
r (ν)

∑
j∈I

pjrx
ji
r (ν), s.t. (8a), (12b)

[最上位問題]

max
pi
rs(ν),L

i
r(ν),a

i
r
F (ν),xi

r(ν)

∑
s∈R

pirs(ν)X
i
rs(ν)− wi

rL
i
r(ν)

−rir
F
air

F
(ν)− prx

i
r(ν),

s.t. (5), (7), (9), (13). (12c)

中位問題，最下位問題についてそれぞれラグランジュ
の未定乗数法を用いて解くと，地域 rの産業 iの企業 ν

による地域 sの財 j のバラエティν̃ の需要量 xji
sr(ν̃, ν)，

財 j の需要量 xji
r (ν)が次のように導かれる:

xji
r (ν) =

(
pjr
pr

)−σ1

xi
r(ν), (13a)

xji
sr(ν̃, ν) =

(
pjsr(ν̃)

pjr

)−σ2

xji
r (ν). (13b)

この需要関数を与件として最上位問題についてラグラ
ンジュの未定乗数法を用いて解くと，地域 rで生産され
た財 iのバラエティνの地域 sでの価格 pirs(ν)，労働投
入量 Li

r(ν)，土地投入量 air
F
(ν)，中間財の合成財の投

入量 xi
r(ν)が次のように導かれる:

pirs(ν) =
σ2

σ2 − 1

dirs
ηir

mi
r, (14a)

Li
r(ν) =

βi

wi
r

[
1 +

sir(ν)

ηir

]
mi

r, (14b)

air
F
(ν) =

γi

rir
F

[
1 +

sir(ν)

ηir

]
mi

r, (14c)

xi
r(ν) =

1− βi − γi

pr

[
1 +

sir(ν)

ηir

]
mi

r, (14d)

mi
r =

[
wi

r

]βi[
rir

F ]γi[
pr
]1−βi−γi

. (14e)

ここで，mi
rは最大化問題のラグランジュ乗数として得

られ，生産要素の価格指数を表す．なお，この問題を
解くにあたり，Dixit and Stiglitz型の独占的競争による
仮定から，一企業の価格設定 pirs(ν)が価格指数 pisに与
える影響が無視できることを利用している．
この結果から，pirs(ν) はバラエティν に依存しない

ことがわかる．よって，式 (5)，式 (9)，式 (13) より，
qijrs(ν)，xij

rs(ν, ν̃)，Xi
rs(ν)，sir(ν) はバラエティν に依

存せず，Li
r(ν)，air

F
(ν)，xi

r(ν)もバラエティν に依存

しない．さらに，xi
r(ν)が νに依存しないことと式 (13)

から，xij
rs(ν, ν̃)は ν̃ にも依存しないことがわかる．

また，地域 r の産業 iの企業 ν の利潤 πi
r(ν)は次の

ように式変形できる:

πi
r(ν) =

∑
s∈R

σ2

σ2 − 1

dirs
ηir

mi
rX

i
rs(ν)−

[
1 +

sir(ν)

ηir

]
mi

r

=
σ2

σ2 − 1

mi
r

ηir
sir(ν)−

[
1 +

sir(ν)

ηir

]
mi

r

= mi
r

(
1

σ2 − 1

sir(ν)

ηir
− 1

)
. (15)

個々の企業の利潤はゼロになるので，地域 rの産業 iの
企業 νの供給量 sir(ν)，生産要素の投入量 1+ sir(ν)/η

i
r

は次のようになる:

sir(ν) = ηir(σ2 − 1), 1 +
sir(ν)

ηir
= σ2. (16)

c) 地域間所得移転
本モデルでは，各地域に居住する消費者は自地域の
みに労働を供給する．一方，地主は他地域にも土地を
供給する．また，中央政府は全地域の労働者に対して，
賃金に一律の税率 τ をかけた金額を徴収し，それを財
源として Place-Based Policyによる各地域への再分配を
行う．これにより地域間所得移転が発生し，地域 sに
居住し産業 jに従事する消費者の所得 yjs は，次のよう
に表される:

yir =wi
r(1− τ) +

Tw
r + T d

r

Lr

+
(1− ιr)r̄rĀr

Lr
+

1

L̄

∑
r∈R

(
ιr r̄rĀr + T t

r + T i
r

)
.

(17)

ここで，Tw
r ，T d

r，T t
r，T i

r はそれぞれ，地域 rにおける
雇用対策補助金，生活インフラ，交通インフラ，産業イ
ンフラへの公共投資額を表し，Lr，r̄r はそれぞれ，地
域 r における消費者数と面積当たりの平均土地賃料を
表す．また，ιr は土地収入の他地域流出率5を表すパラ
メータである．これらは以下の関係を満たす:

τ
∑
r∈R

∑
i∈I

wi
rL

i
r =

∑
r∈R

(Tw
r + T d

r + T t
r + T i

r)　, (18a)

L̄ =
∑
r∈R

Lr =
∑
r∈R

∑
i∈I

Li
r, (18b)

r̄rĀr =
∑
i∈I

(
rHr air

H
Li
r +

∫ ni
r

0

rir
F
air

F
(ν)dν

)
. (18c)

式 (17)からわかるように，自地域における土地収入
は地域内の消費者で均等に配分され，他地域における
土地収入は全地域の消費者で均等に配分されると仮定

5 本モデルでは，各地域に居住する消費者は自地域のみに労働を
供給する．一方で，地主は他地域にも土地を供給する．しかし
実際には，特に三大都市圏などで都道府県境をまたいで通勤す
る労働者が少なくない．この点で，ιr は，他地域からの通勤者
による労働収入の流出も内包したパラメータと考えることが可
能である．
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している．また Place-Based Policyについて，雇用対策
補助金と生活インフラへの公共投資額は直接的に地域
の所得として還元される一方，交通インフラ，産業イ
ンフラへの公共投資額は，過大評価とならないよう全
地域で所有されているものと仮定している．式 (17)と
式 (18)を用いると，全地域の消費者の所得の総和につ
いて以下の関係が成立し，地域間所得移転額は全地域
で合計するとゼロになることが確認できる:∑

r∈R

∑
i∈I

yirL
i
r

=
∑
r∈R

∑
i∈I

(
wi

rL
i
r +rHr air

H
Li
r +

∫ ni
r

0

rir
F
air

F
(ν)dν

)
.

(19)

(2) 均衡条件
前節で述べたモデルにおける量に関する変数のほと

んどは，一消費者，一企業当たりの数量を表していた．
一方，パラメータのキャリブレーションを行う際に用
いる産業連関表などの基準均衡データは，一地域，一
産業ごとの金額で与えられる．そのため本節では，前
節で示した一消費者，一企業当たりの数量を表す変数
を，一地域，一産業ごとの金額を表す変数に変換する．
その後，それらの変数を用いて社会経済システムの短
期均衡条件および長期均衡条件を示す．
a) 単位の変換
消費者行動に関する各変数は，個人には依存せず，居

住地域と職業のみに依存する．そこで，地域 sに居住
し産業 j に従事する消費者 Lj

s 人で集計した変数を考
える．すると式 (5a)より，同消費者群の所得の合計額
Y j
s = yjsL

j
s を用いて，居住する土地への支出額 Rj

s
H，

財の消費額 Cj
s は次のように表される:

Rj
s

H
= rHs ajs

H
Lj
s = αsY

j
s , (20a)

　Cj
s = psq

j
sL

j
s = (1− αs)Y

j
s .　 (20b)

また，式 (5)より，地域 sに居住し産業 jに従事する消
費者群の財の消費額のうち，財 iの消費額 Cij

s ，うち地
域 r で生産された財 iの消費額 Cij

rs は次のように表さ
れる:

Cij
s = pisq

ij
s Lj

s =

(
pis
ps

)1−σ1

Cj
s , (21a)

Cij
rs = pirsq

ij
rsL

j
s =

(
pirs
pis

)1−σ2

Cij
s ni

r. (21b)

一方，前節で述べたように，企業行動に関する各変
数は，地域 sと産業 j のみに依存し，自企業 ν̃ や取引
相手企業 νには依存しない．そこで，各変数の ν，ν̃を
除き，地域 sの産業 jに属する nj

s社の企業で集計した
変数を考える．すると，地域 sの産業 j における生産

額 Sj
s は，式 (16)より次のように式変形できる:

Sj
s =

∑
r∈R

pjsrX
j
sr =

σ2

σ2 − 1

mj
s

ηjs
sjs = σ2m

j
sn

j
s. (22)

これを用いると，式 (14)，式 (16)より，地域 sの産業
jにおける労働投入額W j

s，土地投入額Rj
s
F，中間財の

投入額 Bj
s は次のように表される:

W j
s = wj

sL
j
s = βjSj

s , (23a)

Rj
s

F
= rjs

F
ajs

F
= γjSj

s , (23b)

Bj
s = psx

j
s = (1− βj − γj)Sj

s . (23c)

また，式 (13)より，地域 sの産業 j における中間財の
投入額のうち，財 iの投入額Bij

s ，うち地域 rで生産さ
れた財 iの投入額 Bij

rs は次のように表される:

Bij
s = pisx

ij
s =

(
pis
ps

)1−σ1

Bj
s , (24a)

Bij
rs = pirsx

ij
rs =

(
pirs
pis

)1−σ2

Bij
s ni

r. (24b)

よって，地域 sにおける，地域 rで生産された財 iの
需要額Di

rs =
∑

j∈I

(
Cij

rs +Bij
rs

)は，式 (20b)，式 (21)，
式 (23c)，式 (24)を用いて次のように変形できる:

Di
rs = ni

r

(
pis
ps

)1−σ1
(
pirs
pis

)1−σ2

{
(1− αs)Ys +

∑
j∈I

(1− βj − γj)Sj
s

}
. (25)

ここで，Ys =
∑

j∈I y
j
sL

j
sは地域内総所得である．Ysは，

式 (17)，式 (18c)，式 (20a)，式 (23a)，式 (23b)を用い
て以下のように変形できる:

Ys =(1− τ)
∑
j∈I

βjSj
s + Tw

s + T d
s

+ (1− ιs){αsYs +
∑
j∈I

γjS
j
s}

+
Ls

L̄

∑
s∈R

[
ιs{αsYs +

∑
j∈I

γjS
j
s}+ T t

s + T i
s

]
.

(26)

b) 短期均衡条件と長期均衡条件
本項では，前項で定義した変数を用いて短期均衡条
件および長期均衡条件を示す．本研究における短期均
衡と長期均衡の定義として，短期均衡では消費者が居
住地や従事する産業を変更できないような制約のかか
る短期間を想定し，それら以外の経済要素，具体的に
は財市場，労働市場，土地市場が均衡する状況を想定
する．他方，長期均衡では，消費者が効用を最大化す
るように居住地や従事する産業に関しても選択を行う
と仮定する．すなわち，短期均衡状態では Li

rを与件と
して財市場，労働市場，土地市場が均衡し，長期均衡
状態では消費者による居住地や従事する産業の選択均
衡条件が満たされる．以降は各々の条件について順に
示す．
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短期均衡条件 短期均衡状態では，Li
r を与件として財

市場，労働市場，土地市場が均衡する．まず財市場の
均衡条件として，地域 rの産業 iによる総供給額は，地
域 r の財 iに対する，全地域からの需要額の合計に一
致する:

∀ r ∈ R, ∀ i ∈ I, Si
r =

∑
s∈R

Di
rs. (27)

次に，労働市場の均衡条件として，地域 rの産業 iに
属する ni

r 社の企業による労働投入量の合計人数は，与
件である地域 rに居住し産業 iに従事する消費者数 Li

r

に一致する:

∀ r ∈ R, ∀ i ∈ I, Li
r =

∫ ni
r

0

Li
r(ν)dν. (28)

最後に，土地市場の均衡条件として，地域 r ∈ Rの
住宅用土地の面積 ĀH

r は一定であり，産業においても，
用途が z ⊂ Iである土地の面積 Āz

r は一定である．これ
らは産業 iの土地投入量（住宅用土地の場合は消費者
の居住する土地の面積）を地域，用途毎に合計したも
のに一致する:

∀ r ∈ R, ĀH
r =

∑
i∈I

air
H
Li
r, (29a)

∀ r ∈ R, ∀ z ⊂ I, Āz
r =

∑
i∈z

air
F
. (29b)

長期均衡条件 長期均衡状態では消費者による居住地
や従事する産業の選択均衡条件が満たされる．すなわ
ち，消費者はより高い効用が得られる居住地 r と従事
する産業 iを選択する．ただし，NEGモデルでは全消
費者が均質，かつ地域間を自由に移動できる場合，集
積の経済による労働者の凝集力が，住宅用土地賃料の
上昇による労働者の分散力を上回り，常に消費者，産
業が一地域に集中する状態のみが安定均衡状態となる．
現実的な人口分布を説明可能なモデルとするためには，
分散力が凝集力を上回らなければならない（いわゆる
no black-hole条件）が，Akamatsu et al.20)で指摘されて
いるように，通勤コストや地代の導入のみではこの問
題は完全には解消できない．
そこで，本研究では，消費者，産業の集積地を複数

創発できるよう，高山ら13) 等と同様に，消費者の居住
地と職業の選択行動に地域・産業間の異質性を導入し，
一部の消費者の居住地・職業の選択に制限を設ける．具
体的には，第一次産業に従事する消費者は居住地と職
業を変更できないと仮定する．その他の消費者の選択
行動は，Nested Logit Modelにより表現されると仮定す
る．Nested Logit Modelの階層構造については，現実の
居住地・職業の選択データを用いて両者の選択行動に
関するパラメータ（効用の確率項の標準偏差に反比例
する）を推定し，スケールパラメータが小さい選択行
動を上位 Nestとする．例えば居住地の選択行動が上位

であるとき，長期均衡条件は次のようになる:

Li
r =

const.　 (i ∈ A),

P (i|r)P (r)(
∑

r∈R

∑
i∈Ā Li

r)　 (i ∈ Ā).

(30)
ここで，Aは第一次産業を表す集合であり，農業，林
業，漁業が含まれる．ĀはAの補集合を表し，第一次
産業に含まれない産業すべてが含まれる．また，P (r)，
P (i|r)はそれぞれ第一次産業以外に従事する消費者が
地域 r を選択する確率，同消費者が地域 r を選択した
ときに職業 iを選択する条件付き確率であり，次のよう
に表される:

P (r) =
exp[µ1(Vr + Er + V̂r)]∑

r∈R

exp[µ1(Vr + Er + V̂r)]
, (31a)

P (i|r) = exp[µ2(V
i
r + Ei)]∑

i∈Ā

exp[µ2(V
i
r + Ei)]

. (31b)

ここで，µ1，µ2はそれぞれ居住地選択，職業選択に関
するスケールパラメータであり，Er，Eiはそれぞれ地
域固有，産業固有の効用項であり，現実の選択データ
を用いて推定される．Vr，V i

r は，それぞれ消費者の間
接効用のうち，居住地のみに依存する項，居住地と職
業の両方に依存する項であり，式 (6)より，次のように
表される6:

Vr = −αrln[rr]− (1− αr) ln[pr], (32a)

V i
r = ln[yir]. (32b)

また，V̂r は居住地選択の期待最大効用であり，以下で
与えられる:

V̂r =
1

µ2
ln
[∑
i∈Ā

exp[µ2V
i
r ]
]
. (33)

以上で示した短期均衡状態，長期均衡状態における
取引関係と Place-Based Policyが及ぼす影響を 2地域の
問題を例としてまとめたものが図-3である．

(3) 均衡条件の解法
本節では，前節で得られた均衡条件を解いて各内生
変数を求める方法を具体的に示す．
a) 短期均衡条件の解法
式 (14a)，式 (22)より，地域 sで生産された財 j の，
地域 rでの価格 pjsr は次のように表される:

pjsr =
djsrS

j
s

(σ2 − 1)ηjsn
j
s

. (34)

6 式 (6) の項のうち，ln[αs
αs (1− αs)1−αs ] は地域固有の効用項

として Er に含まれている．
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図-3: 経済主体の取引関係と Place-Based Policyが及ぼす影響（2地域の場合）

これを式 (4b)に代入すると，地域 sにおける財 iの価
格指数 pjr は次のように表される:

pjr =

∑
s∈R

{
nj
s

}σ2

{
djsrS

j
s

(σ2 − 1)ηjs

}1−σ2
 1

1−σ2

. (35)

また，式 (27)に式 (4a)，(25)，(34)を代入すると，

Sj
s = nj

s

∑
r∈R

{
djsrS

j
s

(σ2 − 1)ηjsn
j
s

}1−σ2 {
pjr
}σ2−σ1∑

j∈I

{
pjr
}1−σ1

{(1− αr)Y
i
r +

∑
i∈I

(1− βi − γi)Si
r} (36)

が得られ，これより，

Sj
s = nj

s

[∑
r∈R

{
djsr

(σ2 − 1)ηjs

}1−σ2 {
pjr
}σ2−σ1∑

j∈I

{
pjr
}1−σ1

{(1− αr)Y
i
r +

∑
i∈I

(1− βi − γi)Si
r}

] 1
σ2

(37)

が得られる．
また，式 (28)を用いて得られる式 (23a)より，

wi
r =

βiSi
r

Li
r

(38)

が得られる．さらに，式 (23b)，式 (29b)より，

Āz
r =

∑
i∈z

γiSi
r

rir
F

(39)

が得られる．本モデルでは，同一地域，同一用途に属
する土地の面積当たりの賃料は均一であると仮定して
おり，∀ i ∈ z, rir

F
= rzr

F とおくと，

rir
F
= rzr

F =

∑
i∈z γ

iSi
r

Āz
r

(40)

が得られる．一方，式 (14e)，(22)より，
Sj
r = σ2

[
wi

r

]βi[
rir

F ]γi[
pr
]1−βi−γi

ni
r (41)

が得られ，これに式 (4a)，(38)，(40)を代入すると，

Si
r =

σ2n
i
r

[
βiSi

r

Li
r

]βi[∑
i∈z γ

iSi
r

Āz
r

]γi[∑
j∈I

{
pjr
}1−σ1

] 1−βi−γi

1−σ1

(42)

が得られ，これより，

ni
r =

{
Si
r

}1−βi

σ2
·[ βi

Li
r

]βi[∑
i∈z γ

iSi
r

Āz
r

]γi[∑
j∈I

{
pjr
}1−σ1

] 1−βi−γi

1−σ1

−1

(43)

が得られる．
ここまでで得られた式 (35)，(37)，(43)と，前節で得

られた式 (26)の計 (3I + 1)R本の式を，非線形連立方
程式として解くことで，短期均衡条件の解が得られる．
これらの式に含まれる未知変数は，Sj

s，pjr，ni
r，Ysの

計 (3I + 1)R個であるが，ワルラス法則により，これ
らの式は (3I +1)R− 1本の独立な方程式にしかならな
い．本研究では，総賃金W =

∑
s∈R

∑
j∈I w

j
sL

j
s を外

生的に与えることで基準化し，連立方程式を解くこと
とした．これは，経済全体の金銭の量が一定であると
いう制約と解釈でき，この設定のもとでは，式 (18a)よ
り税率が一定であれば Place-Based Policyの総額も一定
となる．連立方程式の解は，標準的なニュートン法に
より求めることができ，具体的な計算過程は，図-4の
通りである．残りの未知変数は，連立方程式の解を各
式に代入することで容易に得られる．本研究では，収
束基準 ε = 10−5 とした．
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図-4: 短期均衡の計算手順フロー図

b) 長期均衡条件の解法
長期均衡条件の解は，短期均衡条件の解を利用し，条

件 (30)を解くことで得られる．具体的には，Li
r
0を初期

値として与えて短期均衡条件を解き，解として得られる
yir，rr，pr を式 (32)，(33)へ代入し，さらに式 (31)を
用いて各選択確率を求めることで，式 (30)から Li

r
1が

得られる．短期均衡条件と同様に，ニュートン法を用い
て長期均衡条件の解を導出することができるが，NEG
モデルには一般に安定・不安定な複数の長期均衡状態
が存在することが知られている．そのため，異なる初
期値を複数パターン与えた場合も解が頑健であるかど
うかにより，長期均衡条件の解の安定性を判断する．

4. QSEモデルのパラメータキャリブレーション・
推定方法

前章で用いた各パラメータは，本モデルの基準均衡
状態が実データと整合的になるように，キャリブレー
ト・推定される．本章では，各パラメータのキャリブ
レーション・推定の方法を示した後，その結果を用い
てモデルから再現される基準均衡状態と実データの整
合性について確認する．

(1) 用いるデータとキャリブレーション・推定方法
本節では，短期均衡条件，長期均衡条件に関する各

パラメータのキャリブレーション・推定の方法を順に
説明する．
a) 短期均衡条件に関するパラメータ
Place-Based Policyの影響を受けないパラメータ 本
項では，短期均衡条件に関するパラメータのうち，Place-
Based Policyによる影響を受けないパラメータ，具体的

表-1: パラメータキャリブレーション関連データ

変数 説明 データの出典
Cr 地域別最終消費額 産業連関表;最終需要部門計

RH
r , Ri

r
F 地域別土地への支出額 都道府県地価調査，建築着工統計調査など

W i
r 地域・産業別労働投入額 産業連関表;粗付加価値部門計

Bi
r 地域・産業別中間財の投入額 産業連関表;内生部門計

Li
r 地域・産業別労働者数 経済センサス活動調査

Tw
r 地域別雇用対策補助金 厚生労働省行政事業レビュー 7

T d
r , T

t
r , T

i
r 地域別公共投資額 社会資本ストック統計 8

には，σ1，σ2，αr，ιr，βi，γiのキャリブレーション方
法を示す．本項で用いる基準均衡データは，主に 2015
年の各都道府県の産業連関表から得られる．ただし，産
業連関表は都道府県によって集計方法が異なっており，
データとして利用するにはいくつかの事前処理が必要
となるが，詳しくは付録付録 Iで説明する．用いる具体
的なデータの出典は，表-1のとおりである．
まず，財間の代替弾力性パラメータ σ1，生産地間の

代替弾力性パラメータ σ2は，多くの研究で指摘されて
いるように適切な推定が困難である．本研究では現実的
な対応としてモデル設定の近い既往研究成果を用いる．
財間の代替弾力性パラメータについては，上田 (編著)21)

から σ1 = 2とし，生産地間の代替弾力性パラメータに
ついては，高山ら22) から σ2 = 5とした9．
次に，地域 r の消費者の土地への支出割合を表すパ

ラメータ αr，産業 iの企業の労働・土地の投入割合を
表すパラメータ βi，γiは，それぞれ式 (20a)，式 (23a)，
式 (23b)を産業・地域で集計した以下の式から容易に得
られる:

RH
r = αrYr, (44a)

　
∑
r∈R

W i
r = βi

∑
r∈R

Si
r, (44b)

　
∑
r∈R

Ri
r

F
= γi

∑
r∈R

Si
r. (44c)

土地収入の他地域流出率を表すパラメータ ιr は，式
(26)から求められる．具体的には，同式より以下の式
が得られる:

Yr = Gr − r̄rĀrιr +
Lr

L̄

∑
r∈R

r̄rĀrιr. (45)

ただし，Gr は土地収入の流出入を除いた地域内総所得

7 施策目標「地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び
雇用の安定を図ること」に分類される事業による都道府県別交
付額を用いた．

8 都道府県別実質投資額データが掲載されている部門のうち，道
路，港湾，航空を交通インフラ，農業，林業・国有林，漁業を産
業インフラ，公共住宅，下水道，廃棄物，水道，都市公園，学校
施設，社会教育，庁舎を生活インフラとした．

9 本来はこれらの代替弾力性パラメータを変動させた場合の感度
分析を行い，結果の頑健性を検討するべきであるが，これにつ
いては今後の課題としたい．
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であり，基準均衡データから次のように求められる:

Gr=(1−τ)
∑
i∈I

W i
r+r̄rĀr+Tw

r +T d
r +

Lr

L̄

∑
r∈R

{T t
r+T i

r}.

(46)
この 47本の連立方程式の行列表示は次のようになる:

G− Y =

(
R′ − 1

L̄
LR

)
ι. (47)

ここで，G，Y，Lは，それぞれGr，Yr，Lrの列ベク
トル，Rは r̄rĀr の行ベクトル，R′ は r̄rĀr を対角要
素に配置し他の要素をすべて零とした行列である．(47)
を ιについて解くと，地域別土地収入の他地域流出率
が求められる．ただし，この係数行列は条件数が大き
く，逆行列を求めて解くと誤差が大きくなるため，実
際には LU分解を用いて直接逆行列を求めることを回
避して連立方程式を解く．
Place-Based Policyの影響を受けるパラメータ 本項
では，短期均衡条件に関するパラメータのうち，Place-
Based Policyによる影響を受けるパラメータ，具体的に
は，dirs，ηir の推定方法を示す．本研究では，4種類の
Place-Based Policyによる影響を考慮する．雇用対策補
助金と生活インフラへの公共投資額は直接的に地域の
所得として還元される．一方で，交通インフラ，産業
インフラへの公共投資額は，資本ストック額 TStockr，
IStockir として蓄積されることで，地域，産業に関する
パラメータに影響を与える．ただし，産業インフラへの
公共投資額の内訳を見ると，第一次産業（農業，林業，
漁業）への投資が約 98%を占めていたため，生産効率
性パラメータが影響を受けるのは第一次産業に限ると
仮定した．具体的には，以下のような関係10により，隣
接地域間の輸送速度 vrsや生産効率性パラメータ ηir を
変化させる:

ln vrs=ln v̄rs + κv ln
[
1 +

TStockr
neighborr

+
TStocks
neighbors

]
,

(48a)

　 ln ηir=ln η̄ir + κη
IStockir

Li
r

. (48b)

ここで，v̄rsは隣接地域 r，s間固有の固定効果，η̄ir は
地域・産業固有の固定効果，κv と κη はそれぞれ輸送
速度と生産効率性パラメータのインフラストック弾力
性であり，これらのパラメータの推定方法については，
付録 (1)，(2)で詳しく述べる．neighborrは地域 rに隣
接する地域の数であり，海上架橋や海底トンネルもし
くは島の陸地で隣接している地域も含んでいる11．
vrsを用いて，隣接地域間の直接輸送費用に関するパ

10 線形型など他の関数形でも重回帰分析を行ったが，今回提示し
たモデルよりも統計的有意性の点で劣っていた．

11 ただし，この定義では沖縄県で neighborr = 0 になってしまう
ため，現在唯一旅客フェリーが運航されている鹿児島県を隣接
地域と定義した．

ラメータ d̃irs は以下のように与えられると考える:

d̃irs =

(
distancers

vrs

)di

. (49)

ここで，distancersは隣接地域 r，s間距離であり，国土
地理院「都道府県庁間の距離」を用いた12．また，di > 0

は財毎に異なる輸送費用パラメータであり，財価格当
たりの輸送費用が高いもの，例えばセメント産業のよ
うな安くてかさばる財では高い値をとる．また建設産
業などの財は，産業の定義により自給率が 1であると
考えられ，そのような産業では di = ∞であると考え
る．diの推定は，v̄rsや κv と同時に行うため，こちら
も付録 (2)で詳しく述べる．
非隣接地域 r と tの間の財 iの輸送費用に関するパ

ラメータ dirt は，地域 r から tへの最適経路（輸送費
用最小経路）上に位置する隣接地域間の直接輸送費用
d̃irs，d̃ist により決まるが，この最適経路自体も，全国
のあらゆる隣接地域間の直接輸送費用により定まるた
め，分析が複雑になる．そこで，本研究では Allen and
Arkolakis23)が開発した枠組みを用いる．この枠組では，
非隣接地域間で交易される財がある地域を通過する確
率を割り当て，隣接地域間の直接輸送費用とともに用い
ることで，すべての地域間の輸送費用に関するパラメー
タを推計する．具体的には，以下の手順で推計する．
まず，非隣接地域 rと tの間や地域内取引 rと rの間

にも，便宜的に隣接地域間の直接輸送費用 d̃irt，d̃irr を
定義し，d̃irt = d̃irr = ∞を与える．地域 r から tへ輸
送する際の経路選択肢の一つを pとすると，経路 pに
よる地域 rから tへの輸送費用 d̂irt(p)は，経路 pが通
るすべての隣接地域間の直接輸送費用の積で与えられ
る．すべての経路選択肢の中から，こうして求められ
た輸送費用が最小となる経路が基本的には選択される
が，個人毎に異なる各経路に対する嗜好性の存在を考
慮し，Fréchet分布が仮定される誤差項を選択行動の枠
組みに導入する．Fréchet分布の形状パラメータを θと
すると，非隣接地域 r と tの間の期待輸送費用は次の
ように導かれる:

dirt = Γ

(
1− 1

θ

){
f i
rt

}− 1
θ . (50)

ここで，Γはガンマ関数であり，f i
rtは以下のように定

義される行列 F i の (r, t)要素である:

F i =
(
I −Di

)−1
. (51)

ただし，Di = [d̃irt
−θ]である．なお，この式を用いる

には，∀ r ∈ R,
∑
t∈R

d̃irt
−θ < 1が成り立っている必要

がある．また，θの推定には多くの作業を要するため，
12 現実には直線的な財の輸送はほぼ不可能であることから，道路
等の輸送ネットワーク形状を考慮した距離の定義を採用するこ
とが望ましいが，これについては今後の課題としたい．
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表-2: パラメータのキャリブレーション・推定結果

パラメータ 説明 参照 （平均）値
σ1 財間の代替弾力性 上田編著21) 2
σ2 生産地間の代替弾力性 高山ら22) 5
θ 輸送経路選択の異質性パラメータ Allen and Arkolakis23) 136.13
κv vrs のインフラストック弾力性 付録 (1) 0.8581
κη ηir のインフラストック弾力性 付録 (2) 9.829× 10−4

αr 消費者の土地への支出割合 式 (44a) 0.0767
ιr 土地収入の他地域流出率 式 (47) 0.2245
µ1 NLモデルのスケールパラメータ 式 (52) 0.6281

今回の分析では Allen and Arkolakis23) の推定結果であ
る θ = 136.13を用いた．
b) 長期均衡条件に関するパラメータ
本節では，長期均衡条件に関するパラメータ，具体的

には，Er，Ei，µ1，µ2の推定方法を示す．通常の nested
logit modelのパラメータ推定と同様に，下位の選択行
動に関する分散パラメータ µ2 を 1とし，Er，Ei，µ1

は以下の対数尤度関数 Lを最大化する値に設定する13．
ただし，Er，Ei

rはそれぞれ地域間，同一地域の産業間
の差分にしか意味がないため，E1 = E1 = 0に基準化
し残りのパラメータ値を設定する:

L =
∑
r∈R

∑
i∈Ā

Li
r∑

r∈R

∑
i∈Ā Li

r

ln[P (i|r)P (r)]. (52)

(2) キャリブレーション・推定結果と基準均衡状態の
整合性

本節では，前節の方法でキャリブレート・推定され
たパラメータ値を示し，それを用いてモデルから再現
される基準均衡状態と実データの整合性を確認する．
まずモデル全体，または地域毎に定義されるパラメー

タのキャリブレーション・推定結果を表-2に示す．ただ
し，地域毎に定義されるパラメータについては，全地域
の平均値を示している．地域毎の結果については図-5を
参照されたい．
表-2における κη については，EU における Plase-

Based Policy に対し QSE を用いた厚生分析を行った
Blouri and Ehrlich11) でも推定されているが，概ねオー
ダーは一致している（κη = 0.006）．一方，地域固有の
効用項に関して，Blouri and Ehrlich11)では周縁部の方が
中心部よりも大きな値となったが，本研究では図-5aよ
り，三大都市圏や福岡県で地域固有の効用項が大きく
なっていることがわかる．このことは，三大都市圏や
福岡県が実質所得による効果以上に人口を集めている
ことを示唆している．つまり，本研究のモデルでは地
13 µ1 のみをこの方法で求めた後に，産業固有の効用項 Ei の代わ
りに地域 × 産業固有の効用項 Ei

r を導入し，長期均衡条件式
(30)を満たすように Er，Ei

r をキャリブレートする方法も試み
た．しかし，基準均衡状態 Li

r と実データの整合性の観点から
今回提示したモデルが選択された．

(a)地域固有の効用項 Er (b)土地収入の他地域流出率 ιr

図-5: 地域毎に定義されるパラメータのキャリブレーショ
ン結果．四分位数による分類で塗分けられており，
色が濃いほど値が大きいことを表す．

図-6: 地域別労働者数 Lr

域間移動が比較的容易であるために，三大都市圏や福
岡県の持つ経済的側面以外の魅力によって人口が引き
寄せられている可能性を示唆している14．
これらのパラメータを用いて，基準均衡状態をモデ
ルにより再現し，実際の数値と整合性が取れているか
を確認する．まず，短期均衡の現況再現性を確認するた
めに地域別生産額 Sr =

∑
i∈I S

i
rの決定係数を求めたと

ころ，0.983と高い値が得られた．次に，長期均衡の現
況再現性を確認するために地域別労働者数 Lrの決定係
数を求めたところ 0.950となり，十分精度よく再現され
ていると言える．地域別労働者数について実際のデー
タとモデルによる再現値を示したのが図-6である．

5. 反実仮想シミュレーション結果の考察

本章では，Place-Based Policyに関する反実仮想シミュ
レーションを行い，導かれた各内生変数について，モ
デルから再現された基準均衡状態や短期均衡状態との
比較，考察を行う．

14 図-5bを精査すると，前章でも述べたようにこの値は他地域から
の通勤者の比率も内包した数と考えられるため，東京都や大阪
府で大きな値をとっている．
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図-7: 各地域への投資額の，PBPの有無による変化

(1) 反実仮想シナリオの外洋
本研究で行う反実仮想シミュレーションは，「2012年

から 2014年の 3年間の Place-Based Policyが実施され
なかったシナリオ」のシミュレーションである．ただし，
Place-Based Policyは実施されなくとも，各地域政府によ
る徴税 τ や雇用対策補助金の分配，公共投資は実施され
ることに注意されたい．つまり，∑r∈R(Tw

r +T d
r +T t

r +

T i
r)は不変であるが，その地域別内訳 Tw

r +T d
r +T t

r +T i
r

は，財源の負担割合，すなわち地域内総賃金に応じて
決まる．このシナリオのもとでの地域別一人当たりの
分配・投資額 (Tw

r + T d
r + T t

r + T i
r)/Lr は，図-7のよう

になる．ただし，”no PBP”は反実仮想シミュレーショ
ン，つまり「2012年から 2014年の 3年間の Place-Based
Policyが実施されなかったシナリオ」における値を表
し，”observed”はモデルから再現される基準均衡状態に
おける数値を表す．以降はこの表現を用いる．
図-7の概観として，関東地方や東海地方，大阪圏に
加え広島県や福岡県といった地方拠点都市を抱える一
部の都道府県で分配・投資が減額され，東北地方や日
本海側の都道府県を中心に全国へと再分配されている
ことがわかる．特に岩手県と宮城県では東日本大震災
による資本ストック毀損額が大きい分，再分配額も大
きくなっていることが確認される．

(2) 反実仮想シミュレーションと基準均衡状態の比較
本節では，前節で示したシナリオのもとで，第 3章
で説明したモデルに 4章で示した各パラメータを当て
はめて長期均衡条件の解を求める．さらに，それを基
準均衡状態と比較しながら結果の特徴について述べる．
表-3は，得られた各内生変数を地域毎に集計した結
果に対する各種統計量である．ただし，地域内総実質
所得 Ŷr，一人当たりの実質所得 ŷrはそれぞれ以下の式
で定義される:

Ŷr =
Yr

{rH
r}

αr {pr}1−αr
(53a)

ŷr =
Ŷr

Lr
. (53b)

表-3の全国合計や全国値について，Place-Based Policy
による数値の変化を見る．外生的に与えた労働者数に関

図-8: 労働者数 Lr の PBPによる増減率（%）

図-9: 財の価格指数 pr の PBPによる増減率

する (1)と (4)では当然変化はないが，実質所得に関す
る (2)と (5)では Place-Based Policyによる数値の低下
が，生産額に関する (3)と (6)ではごくわずかながら数
値の向上がそれぞれ見られる．一方，ジニ係数に注目す
ると，(5)以外の全ての内生変数において，Place-Based
Policyにより地域間格差が減少している．
また，図-8と図-9は各内生変数についての Place-

Based Policyによる増減率，つまり “no PBP”から “ob-
served”への相対変化率を示している．ただし，一人当
たりの賃金 wr は以下の式で定義される:

wr =
1

Lr

∑
i∈I

W i
r . (54)

図-8より，東北地方や日本海側，九州地方の一部の
エリアで労働者数が Place-Based policyにより増加する
一方，三大都市圏などでは減少していることがわかる．
一方，図-9より，財の価格指数 pr に関しては全国的に
上昇していることがわかる．ただし，東北地方や日本
海側では比較的価格指数の上昇が小さくなっているが，
北海道や九州地方では，価格指数の上昇が大きくなっ
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表-3: 各内生変数の全国値と地域間格差に関する指標

(1)労働者数 Lr（人） (2)地域内総実質所得 Ŷr（兆円） (3)地域内生産額 Sr（兆円）
no PBP with PBP no PBP with PBP no PBP observed

全国合計 58,659,506 58,659,506 20,537 20,511 1,039.61 1,039.63
ジニ係数 0.3815 0.3794 0.3506 0.3465 0.3749 0.3701

(4)人口密度（人/km2） (5)一人当たりの実質所得 ŷr（百万円/人） (6)一人当たりの生産額 sr（百万円/人）
no PBP observed no PBP observed no PBP observed

全国値 155.2 155.2 350.1 349.7 17.7229 17.7232
ジニ係数 0.3189 0.3174 0.1012 0.1027 0.0443 0.0412

ている．

(3) 結果の考察
ここまで述べてきた Place-Based Policyによる効果の

全国的な特徴について考察する．まず，表-3の (1)，(2)，
(3)，(4)，(6)から，これらの内生変数の地域間格差は
Place-Based Policyによって緩和されたことがわかった．
この理由について，もともと労働者数や地域内生産額
の少ない地域で分配・投資額が増えた（図-7）ことに
より，生産効率性の向上や輸送費用の低下が生じ，地
域内生産額の増大や財の価格指数の相対的下落（図-9）
を引き起こした．これにより一人当たりの賃金，ひい
ては一人当たりの実質所得が増加し，このことが他地
域から労働者を引き寄せた（図-8）．逆に，もともと労
働者数や地域内生産額の多い都市部では，分配・投資
額が減らされたことにより労働者数や地域内生産額の
減少が生じ，結果としてこれらの内生変数の地域間格
差が緩和された．
次に，一人当たりの実質所得の地域間格差は Place-

Based Policyによって増大されたことがわかった．この
理由は，Place-Based Policyで分配・投資額を減らされ
た三大都市圏は，基準均衡状態において住宅用土地の
賃料が高く，一人当たりの実質所得でも三大都市圏の
方がその他の地域よりも少なくなっていたためである
と考えられる．
また，Place-Base Policyにより実質所得の全国計が減

少している（表-3 (2)）のは，生産額の全国計が Place-
Based Policyの有無でほとんど変わらない（表-3 (3)）に
もかかわらず，財の価格指数が全国的に上昇している
ことが主な理由と考えられる．図-9より，Place-Based
Policyにより生産効率性の向上や輸送費用の低下が生
じた地域でも，財の価格指数が上昇している．式 (4b)
と σ2 = 5より，地域 sにおける財 iの価格指数 pis は，
全国で生産される財 iの中で最も安く買える財 iの価格
（一番安い財 iが地域 rで生産された財の場合は pirs）の
影響を最も大きく受ける．つまり財の価格指数は，自地

図-10: 生産者価格（円）．

域までの輸送費用が安い都道府県や，生産効率性が高
いため財を安く生産できる都道府県の生産者価格の影
響を大きく受ける．また，式 (14a)より生産者価格 pirr

は次のように表される:

pirr =
σ2

σ2 − 1

dirr
ηir

mi
r (55)

今回のシミュレーションの場合，生産効率性 ηir の向上
は高々13%程度であり，賃金や産業用土地の賃料の上
昇で mi

r も大きくなることを考えると，生産者価格は
1割程度しか安くならないと考えられる．図-10からわ
かるように，都市圏の生産者価格は地方圏より大幅に
低くなっている．したがって，Place-Based Policyによ
り自地域の生産者価格が低下する一方で都市圏の生産
者価格は上昇し，また財の価格指数には後者の価格が
大きく影響するため，結果的に財の価格指数は上昇す
る．富山県と石川県ではわずかに財の価格指数が低下
しているが，これは 2県に隣接するすべての都道府県
で Plase-Based Policyにより分配・投資額が増加されて
おり，都市圏の生産者価格上昇の影響を，隣接都道府県
の生産者価格低下の影響が上回ったためと考えられる．

また，福岡県を除く九州地方では，Place-Based Policy
により分配・投資額が増加されているにもかかわらず，
分配・投資額が減らされた関東地方や東海地方，大阪
圏よりも財の価格指数の上昇率が大きい．この理由と
して，九州地方は海で隔てられており，図-10からもわ
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図-11: 一人当たりの実質所得 ŷr の PBPによる増減率

かるように，九州地方における福岡県の生産者価格は
他県より著しく低い．そのため九州地方の各県は，家
計の財消費においても企業の財の中間投入においても
福岡県との交易に大きく依存しており，福岡県での生
産効率性低下の影響を大きく受けている．一方，北陸
地方では交易相手の選択肢が多く，都市圏の生産効率
性低下による影響を受けにくいたことが理由として考
えられる．

(4) 短期均衡状態と長期均衡状態の比較・考察
本節では，Place-Based Policyによる影響が長期均衡

状態だけでなく短期均衡状態ではどの程度であったの
かを分析し，長期均衡状態との比較・考察を行う．短期
均衡では，地域・産業別労働者数 Li

r として 2011年の
実データを外生的に与える．つまり，2011年から 2通
りの分配・投資”no PBP”と”observed”が行われるが，短
期均衡として財市場，労働市場，土地市場が均衡して
いるものの，消費者による居住地や従事する産業の選
択均衡は成立せず，Li

rは 2011年の地域・産業別労働者
数に保たれる．
この場合の一人当たりの実質所得について，Place-

Based Policy による増減率をとったのが図-11である．
短期均衡状態と長期均衡状態の結果はほとんど一致し
ている．つまり Place-Based Policyによる効果は，短期
的な影響にとどまらず長期的にも持続していたことが
示唆される．一方，大分県など一部の地域では短期均衡
状態での増加率よりも長期均衡状態での増加率の方が
大きくなっている．この理由として，大分県では周囲の
県と比較して Place-Based Policyによる分配・投資額が
少なく（図-7），短期均衡状態では Place-Based Policy
による効果が小さかった．しかし，長期均衡状態では
Place-Based Policyにより九州地方全体の人口が増加し
た（図-8）ことにより，大分県で生産される財に対す
る需要ひいては大分県の企業数が増大する．よって価格
指数の下落に伴い一人当たりの実質所得が増大し，大
分県での Place-Based Policyの効果が周囲の県に追いつ
いたためであると考えられる．これは，NEGにおける
「前方連関効果」と「後方連関効果」に対応しており，
Place-Based Policyによるポジティブフィードバックが

図-12: 総人口が 20%減少した場合の地域別人口減少率

発現した結果と解釈することできると考えられる．

(5) 総人口減少シナリオの影響分析結果とその考察
本節では，我が国の総人口減少が各地域に与える影
響を調べる．前節までは総人口を一定に保った状態で
シミュレーションを行ってきたが，本節では総人口が
20%減少した場合15の影響を分析する．ここでは簡単の
ため総人口以外の外生変数やパラメータは前節までの
値を利用し，Place-Based Policyについては “no PBP”と
“observed”の両方の場合でシミュレーションを行った．
両者の結果はほぼ一致したため，ここでは “observed”
の結果のみを示す．
上記の条件のもとで得られた各地域の人口減少率は図-

12の通りである．三大都市圏の方が人口減少率が小さ
くなり，東北地方や西南日本で人口減少率が大きくなっ
た．つまり，総人口の減少は地方部の人口シェアを減
少させ，大都市圏へのさらなる人口集中を生じさせる
と考えられる．
また，この結果は，図-5a と関係していると考えら
れる．本モデルでは収穫逓増技術を仮定しているため，
総人口が減少すると全国的に生産額の減少や価格指数
の上昇が生じ，実質所得が全国的に減少する．一方，三
大都市圏には経済的側面以外の魅力があり地域固有の
効用項が大きい．そのため，三大都市圏に居住する効
用が相対的に高くなり，結果として人口減少率は他地
域と比較すると小さくなったと考えられる．
なお，大分県では九州地方の中でも特に減少率が大き
くなっている．この理由として，前節で述べた大分県にお
ける Place-Based Policyの効果が長期均衡により増幅さ
れるメカニズムと関連していると考えられる．図-8より
大分県では周囲の県と比較して労働者数の Place-Based
Policyによる増加率にそこまで大きな差はない．これ
は，前節のポジティブフィードバックが働くためであ
ると考えられる．ただし，このメカニズムは総人口が
一定に保たれ九州地方全体で人口が増加する場合には
成立するが，総人口減少のケースでは成立しない．総
人口が減少する場合，長期均衡状態ではむしろ九州地
15 国立社会保障・人口問題研究所24) による 2050 年の総人口推計
値（死亡中位仮定）は 2015 年総人口の 80%に相当する．
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方全体で人口が流出・減少するため，大分県で生産さ
れる財に対する需要ひいては大分県の一人当たりの実
質所得が減少し，大分県の人口減少率は増幅されてし
まう（ネガティブフィードバック）．そのため，大分県
の人口減少率が大きくなると考えられる．

6. 結論と今後の課題

(1) 本研究の結論
本研究では，原理的に多極型の集積パターンを表現

できる既往モデル13) に修正を加え，さらに複数種類の
Place-Based Policyによる影響を考慮したQSEモデルを
開発した．構築したQSEモデルを用いて，「Place-Based
Policyが実施されなかった場合」や「総人口が減少する
場合」の反実仮想シミュレーションを行い，これらによ
る国土全体での人口分布や地域経済への影響の長期的
な評価を行った．その結果，我が国において 2012年度
から 2014年度に実施された Place-Based Policyにより，
労働者数の都道府県間格差は緩和されたものの実質所
得の全国合計額は減少し，この影響は短期的な影響に
とどまらず長期的にも持続していたこと，さらに一部
の地域では地域間人口移動と集積の経済により影響が
増幅されたことが示唆された．一方，総人口の減少は地
方圏から人口流出を加速させ，これにより Place-Based
Policyの効果の増幅が発現しない可能性があることも
示唆された．

(2) 今後の課題
今回の分析で用いた基準均衡データは主に各都道府

県の作成する産業連関表から得られたものである．第
2 章でも述べたように，産業連関表の作成には膨大な
データの収集・処理や調整作業が必要である．そのた
め，一部の都道府県の産業連関表ではデータの収集や
調整作業の不足により生産額と産出額の不一致や，輸
出部門と移出部門，輸入部門と移入部門の分離が行わ
れていないといったことがあった．また，都道府県や
産業によっては事業所の数が少なく，事業所の特定が
できないようデータが秘匿値とされている場合があっ
た．こうした問題に対し，本研究では付録 Iで説明する
方法により事前処理を行った．これらの方法は，本研
究と同様に 47都道府県間産業連関表の作成を試みた研
究18),19)を参考にしているものの，得られるのは他の統
計データを代用して求めた推計値であり不確かさを含
んでいる．開発したモデルをさらに信頼性の高いモデ
ルとするためには，これらの正確なデータを用意する
ことが必要である．
また本研究では，各地域に居住する消費者は自地域

のみに労働を供給すると仮定していた．一方，地主は他

地域にも土地を供給できると仮定し，土地収入の他地域
流出率変数 ιr を導入している．これが他地域からの通
勤者による影響を内包していると考えられる．図-5bよ
り，東京都や大阪府など他地域からの通勤者が多いと
考えられる都道府県では ιr が大きくなっている．しか
し，本モデルでは土地収入の流出先について考慮して
おらず，全国均一で等分されると仮定していた．その
ため，東京都からの主な収入の流出先と考えられる埼
玉県・千葉県・神奈川県，大阪府からの主な流出先と考
えられる兵庫県で実質所得が小さくなる結果となった．
労働収入の流出を明示的に考慮する場合，都道府県ご
との労働収入の流出先については，輸送費用や，都道
府県間の賃金・地代のバランスなどの変化により大き
く影響を受けるため，長期均衡において労働地域の選
択も考慮したモデルを用いるのが妥当であると考えら
れる．今回はモデルを簡単にするため，労働は居住地
域にのみ供給できるという仮定を置いたが，上記のよ
うなモデルの拡張を行うことで分析結果の信頼性はよ
り高くなると期待される16．
また，本研究で用いたモデルにおいて，消費者や企

業の各財への支出・中間投入割合は価格のみによって
決まると仮定していた．しかし実際には，家計におけ
る各財の消費額は価格以外の特性（生活必需品である
かないか，など）による影響を受ける．さらに，産業に
おける各財の中間投入額は，産業連関構造によって大
きく影響を受ける．これらを考慮するためには，消費
者や企業による財間の支出・投入割合を表すパラメー
タを導入する必要がある．本研究では，パラメータの
数を絞ってキャリブレーション作業を簡略化すること
を優先したが，これらのパラメータを導入することに
より，モデルをよりよく現実を描写したものとするこ
とが可能であると思われる．

付録 I 地域間産業連関表の作成

本研究で用いた 47都道府県間産業連関表について，
作成にあたり行った処理について説明する．処理方法
は基本的に宮城18)や新井19)に基づいているが，データ
の制約等から行えない処理については，代替的な手段
を用いている．ただし，厳密には本研究で必要となる
のは産業ごとの地域間交易額，つまり I × R × R個の
データである．そのためここでは，各都道府県の地域
内産業連関表から，産業ごとの移出先・移入元について
46都道府県に分割するところまでを示す．必要な処理
は大きく分けて部門分類の統一，輸移出・輸移入の分
離，移入元の分離，その他の調整の 4ステップである．
まず部門分類の統一処理について説明する．都道府

16 なお，この問題への別方向の対応として，高山16) のようにこれ
らの地域を 1 地域としてまとめて考えるという方法もある．
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県内産業連関表は，各都道府県が個別に作成しているた
め，産業部門の公表分類は必ずしも統一されていない．
基本的には全国表の部門分類に従って公表している都
道府県が多いが，時系列分析が可能となるよう従来の
分類に合わせて組み替えている都道府県や，事業所数
が少なく特定を避けるため，複数の部門を統合して公
表している都道府県があり，さらには東京都の「本社
部門」のように独自の部門を設置している場合もある．
47都道府県間産業連関表を作成するには，まずこの部
門分類の統合が必要である．基本的な産業部門につい
ては，各都道府県の部門分類の最大公約数となるよう
な部門分類を考える．ただし，「自家輸送」部門，「社会
資本」部門，「本社部門」については，統合に当たり特
別な処理が必要である．それぞれの処理の方法につい
ては，新井19) を参照されたい．
次に，輸移出・輸移入の分離処理について説明する．

多くの都道府県では，輸出額と移出額，輸入額と移入
額がそれぞれ分離された地域内産業連関表を公表して
いる．一方，一部の都道府県ではこれらが分離されて
いないため，他のデータを用いて推計する必要がある．
宮城18)や新井19)ではこの分離処理を，経済産業省が作
成を行ってきた 9地域間産業連関表や，経済産業省によ
る商品流通調査のデータを用いて行っている．しかし，
9地域間産業連関表は 2005年のものを最後に公表され
ておらず，商品流通調査についても，2011年の調査を
最後に全国的なデータの公表は行われていない．ただ
し，輸移出・輸移入が分離されていない都道府県の中
には，地域内外 2地域間産業連関表を公表している都
道府県もあった．このような都道府県については，地
域内外 2地域間産業連関表のデータを用いることで輸
移出・輸移入を分離することができた．残された都道
府県については，全国表における輸移出の比率，輸移
入の比率を用いて分離作業を行った．
次に，移入元の分離処理について説明する，上記の

輸移出・輸移入の分離処理により地域・産業ごとの移
出額と移入額のデータを取り出すことができた．この
ステップでは産業ごとの移入額を，既往データにより
移入元に関して 46都道府県に分割する．既往データと
して，第一次産業と第二次産業については国土交通省
全国貨物純流動調査（物流センサス）の交易データを
用いることが可能である．一方，第三次産業について
は物流センサスからはデータが得られない．そこで本
研究では，第三次産業に含まれる個別の産業について，
それぞれの特性を踏まえさまざまな既往データを用い
て分割を行うことにした．具体的には，商業部門や運輸
部門には物流センサスの合計額，対事業所向けのサー
ビス部門（いわゆる BtoBサービス）には総務省情報通
信白書から得られる固定系通信の都道府県間トラヒッ

ク交流状況25)，対個人向けのサービス部門（いわゆる
BtoCサービス）には旅客地域流動調査と宿泊旅行統計
調査（いずれも国土交通省より）から得られるODデー
タをそれぞれ用いた．ライフライン部門や医療・福祉
部門などについては，上記のような妥当なデータが見
当たらなかったため，これらの部門については 9地域
ブロック内における該当産業の生産額に応じて移入元
比率を決定した．
最後に，その他の調整作業について説明する．ここま

でのステップで得られた地域間交易データは第一次推
計値でしかなく，基準均衡データとして用いるには調
整作業が必要となる．例えば地域 rが財 iを地域 S か
ら移入した金額は，地域 Sにとっては財 iを地域 rに移
出した額となる．同様に他の 46都道府県それぞれにつ
いて推計された「地域 S からの財 iの移入額」を合計
すると，地域 S の地域内産業連関表上の財 iにおける
移出額に一致しなければならない．しかし，これら二つ
の金額は全く異なる方法で求められているため一致し
ないのが普通であり，これを一致させるような調整が
必要である．また，地域内産業連関表では産業ごとに
生産額と産出額が一致している必要があるにもかかわ
らず，一部の都道府県ではデータの収集や調整作業の
不足により，産業ごとの生産額と産出額がずれている
ことがあった．これらの調整に有効な方法が，RAS法
と呼ばれる手法である．RAS法は産業連関表において，
投入係数などの信頼できる初期値が与えられたうえで，
各行の合計値と各列の合計値が，固定された値に一致
するように微調整を行っていく手法である．この調整
を行うことで，全国 47都道府県でつじつまが合った地
域内生産額や地域間交易額のデータを得ることができ
るようになる．

付録 II インフラストック効果に関するパラメー
タの推定方法

(1) 交通インフラのストック効果
本節では，交通インフラのストック効果に関するパ
ラメータ推定手法について説明する．式 (14a)，式 (25)，
式 (48a)，式 (49)を用いると，地域 r，s間の財 iの輸
送額Di

rs は次のように与えられる:

lnDi
rs =(1− σ2) ln

[
pirs
]
+ FXi

r + FXi
s

=(1− σ2)d
i
{
ln[distancers]− ln v̄rs

− κv ln
[
1 +

TStockr
neighborr

+
TStocks
neighbors

]}
+ FXi

r + FXi
s. (II.1)

ここで FXi
r，FXi

sはそれぞれ，生産地 rと財 i，消費
地 sと財 iに関する項である．
さらに，ln v̄rs = ln v0 + FXr + FXs と仮定すると，
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次の式が得られる:

1

σ2 − 1
ln
[
Di

rs

]
=di ln v0 + diκv ln

[
1 +

TStockr
neighborr

+
TStocks
neighbors

]
− di ln[distancers] + FXi

r + FXi
s. (II.2)

ここで，FXr，FXsはそれぞれ生産地 r，消費地 sに
関する項である．これを用いた以下の式により，di，κv，
v0 の推計値が得られる:

1

σ2 − 1
ln
[
Di

rs

]
=di ln v0 + diκv ln

[
1 +

TStockr
neighborr

+
TStocks
neighbors

]
− di ln[distancers] + FXi

r + FXi
s + ξirs. (II.3)

ここで，ξirsは誤差項である．なお，地域 r，s間の財 i

の輸送額Di
rsには付録付録 Iで求めた産業ごとの地域間

交易額を用い，交通インフラの資本ストック額TStockr

には内閣府社会資本ストック統計より得られる道路・港
湾・航空インフラの，粗資本ストックから効率性の低下
を控除した生産的資本ストックを用いる．30産業（全
32産業 -自給率が 1である 2産業）それぞれについて，
R言語の estimatrパッケージの lmrobust関数を用い推
定を行った．
その結果，有意水準を 5%として，di については 30

産業中 18産業で有意な結果が得られた．有意な結果が
得られなかった産業の diについては，第一次・第二次・
第三次産業の分類においてその産業が属する産業群で，
有意な結果が得られた産業の diの平均をとることで与
えた．v0，κv についても同様に，有意な結果が得られ
た産業の平均をとることで求めた．

(2) 産業インフラのストック効果
本節では，産業インフラのストック効果に関するパ

ラメータ推定手法について説明する．前節と同様に，式
(48b)を用いて OLSによる重回帰分析を行う．そのた
めにまず，基準状態における ηir を求める．ηir のキャリ
ブレーション方法は高山ら13) を参考にしている．
式 (25)に式 (4)を代入し，次の式が得られる:

Si
r =

∑
s∈R

ni
r{pi

rs}1−σ2

∑
r∈R

ni
r

{
pirs
}1−σ2


σ2−σ1
1−σ2 ∑

j∈I

(Bj
s + Cj

s)

∑
i∈I

[∑
r∈R

ni
r

{
pirs
}1−σ2

] 1−σ1
1−σ2

.

(II.4)

ここで，Φi
r = ni

r

{
pi
rs

di
rs

}1−σ2

= ni
r

{
σ2

σ2−1
mi

r

ηi
r

}1−σ2 を

導入すると，式 (II.4)は次のように表される:

Si
r

Φi
r
=
∑

s∈R

{di
rs}1−σ2

∑
r∈R

{
dirs
}1−σ2

Φi
r


σ2−σ1
1−σ2 ∑

j∈I

(Bj
s + Cj

s)

∑
i∈I

[∑
r∈R

{
dirs
}1−σ2

Φi
r

] 1−σ1
1−σ2

.

(II.5)
これを，Φi

r に関する連立方程式として解き17，その結
果を以下の式へ代入することで，地域 sにおける財 iの
価格指数が得られる:

pis =

[∑
r∈R

ni
r

{
pirs
}1−σ2

] 1
1−σ2

=

[∑
r∈R

{
dirs
}1−σ2

Φi
r

] 1
1−σ2

.

(II.6)

これを式 (4a)へ代入することで地域 sにおける合成
財の価格指数 psが求められる．さらに，その結果を式
(14e)へ代入することで，地域 rで財 iを生産する際の，
生産要素の価格指数 mj

s が得られる．生産要素の価格
指数mj

s が得られたら，式 (22)により直ちに地域 sの
産業 jに属する企業数 nj

sが得られる．最後に，ここま
でで得られた Φj

s，mj
s，nj

s を以下の式へ代入すること
で，基準状態における地域 sの産業 j の生産効率性パ
ラメータ ηjs が得られる:

ηjs =

{
Φj

s

nj
s

} 1
σ2−1 σ2

σ2 − 1
mj

s. (II.7)

このデータと，内閣府社会資本ストック統計より得ら
れる地域 rの産業 iにおける生産的資本ストックのデー
タ IStockir を用いることで，以下の式により κη，η̄ir の
推計値が得られる:

ln ηir = ln η̄ir + κη
IStockir

Li
r

= κη
IStockir

Li
r

+ FXr + FXi + ζir. (II.8)

ここで，FXr，FXiはそれぞれ生産地 r，産業 iに関す
る項であり，ζirsは誤差項である．3産業（農業，林業，
漁業）のデータをプールし，R言語の estimatrパッケー
ジの lmrobust関数を用い推定を行った．その結果，κη

は t値が 4.01と統計的に有意な推計値が得られた．各
産業の固定効果 FXi についても 5%有意水準において
有意な推計値が得られた．各都道府県の固定効果 FXr

については，6つの都道府県を除いて有意な推計値が得
られた．
一方，式の数とパラメータ数の制約から，地域 rの産

業 iの生産効率性は，産業インフラ投資，地域 rの固定
効果，産業 iの固定効果によって決まると仮定した（式
(II.8)）．しかし実際には，地理的条件などから地域に
よって得意な産業，苦手な産業があるはずである（例
17 厳密には，この連立方程式はワルラス法則により独立な式の数
が一つ減るため，相対的な比率としてしか解が得られない．た
だしこの比率さえ同じであれば，Φi

r の大きさ自体に意味はない
ため均衡状態の計算結果に影響を及ぼさない．
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えば良好な漁場が近く漁業に向く地域，土壌の性質か
ら農業に向く地域などがあるはずである．）．そのため，
地域と産業の交差項についてもダミー変数を導入して
地域 ×産業の固定効果パラメータの推定を行うのが妥
当であると考えられる．しかし，そのためには複数時
点での基準均衡データの整備が必要となり，今回は時
間の制約上できなかった．この方向のモデル改善は今
後の課題としたい．
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